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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく
書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

上記事項につきましては、法令及び当社定款第19条の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。

第 1 5 8 期 定 時 株 主 総 会 資 料

主要な事業内容

主要な借入先

会社の新株予約権等に関する事項

会計監査人の状況

執行役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制

執行役の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制
その他業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

連結株主資本等変動計算書

連結注記表

株主資本等変動計算書

個別注記表

第158期（2025年４月１日～2026年３月31日）

川崎汽船株式会社
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主要な事業内容、主要な借入先及び借入額、新株予約権に関する事項

ドライバルクセグメント ドライバルク事業

エネルギー資源セグメント 液化天然ガス輸送船事業、液化ガス事業、
電力事業、原油・製品事業、エネルギー事業戦略

製品物流セグメント 自動車船事業、物流事業、近海・内航事業、
コンテナ船事業

その他 船舶管理業、旅行代理店業、不動産賃貸・管理業等

主要な事業内容（2026年３月31日現在）

借　　入　　先 借 入 金 残 高
億円

株式会社みずほ銀行 479

株式会社日本政策投資銀行 373

三井住友信託銀行株式会社 293

農林中央金庫 230

信金中央金庫 118

主要な借入先（2026年３月31日現在）

会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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会計監査人の状況

項目 支払額

① 当社が支払うべき会計監査人の報酬等 118百万円
② 当社及び当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭

その他の財産上の利益の合計額 185百万円

会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品
取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できない
ため、①の金額については区分して記載していません。

な お 、 当 社 の 重 要 な 子 会 社 等 の う ち “K” LINE BULK SHIPPING（UK）
LIMITED、"K" LINE ENERGY SHIPPING (UK) LIMITED、“K” Line European 
Sea Highway Services GmbH、“K” LINE PTE LTD、OCEAN NETWORK 
EXPRESS PTE. LTD.の計算関係書類の監査は、当社の会計監査人以外の監査法
人が行っています。

⑶　会計監査人の報酬等の額に同意した理由
　監査委員会は、取締役、執行役、社内関係部署及び会計監査人から必要な資料
を入手しかつ報告を受け、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状
況及び報酬見積りの算出根拠などが適切であるかどうかについて、必要な検証を
行い審議したうえで、会社法第399条第１項及び同条第４項の規定に基づき、会
計監査人の報酬等について同意いたしました。

⑷　会計監査人が行った非監査業務（公認会計士法第２条第１項の業務以外の業
務）の内容

　当社は、会計監査人に対して、社債発行にかかるコンフォートレター作成業務
についての対価を支払いました。
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会計監査人の状況

⑸　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要がある
と判断した場合、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案
の内容を決定いたします。
　また、監査委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事由に
該当すると認められる場合は、監査委員全員の同意により、会計監査人を解任い
たします。この場合、監査委員会が選定した監査委員は、解任後最初に招集され
る株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

－ 3 －



2026/05/19 21:13:28 / 25298651_川崎汽船株式会社_招集通知

会社の体制及び方針

執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保するための体制

当社は、執行役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す
るための体制、その他当社の業務並びに当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社
グループ」という）の業務の適正を確保するために必要なものとして法令等で定める体制の
整備に引き続き取り組んでまいります。
具体的には、取締役会が内部統制システムを整備し、有効性を評価し、その機能を確保して
いく責務を負っていくこととしています。
以下のような体制を構築していますが、不断の見直しにより内部統制の実効性を高めるよ
う、今後も必要に応じて改善を図ります。

(1) 当社の執行役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制
当社は「グループ企業行動憲章」及び「川崎汽船企業行動憲章実行要点」を制定し、
法令及び企業倫理の遵守（コンプライアンス）を当社グループ企業の行動原則の一つと
して掲げています。取締役会はコンプライアンスの社内徹底及びその実現のために実効
ある社内体制を整備することを定めており、当社は以下を継続して実行しています。

① 執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「取締役会
規則」及び「決裁基準規程」に基づき、執行役の権限を明確にし担当業務を積極的か
つ誠実に遂行するとともに、取締役会に対してその職務の執行状況を報告するものと
しています。

② 執行役員の職務の執行が、法令及び定款に適合することを確保するため、執行役員が
遵守すべき事項を「執行役員規則」に規定するとともに、執行の委任を受けた担当
業務を積極的かつ誠実に遂行するものとしています。

③ 従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため、「就業規則」等
の社内規則を整備しています。

④ 内部監査グループは、内部統制システムの監視・検証を通じて、その整備、維持、
向上に関する取締役会、執行役及び執行役員の責務遂行を支援しています。

⑤ 代表執行役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス
体制の整備及び維持を図っています。

⑥ 法令違反その他コンプライアンスに関する事実を早期に認識し適切に対応するため、
「ホットライン制度」と称する内部通報制度を設けています。通報窓口は社内窓口に
加えて、外部窓口として弁護士事務所を指定しています。この制度は「ホットライン
制度規程」に基づき運用されるものとしています。

（２）当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
執行役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、「取締役会規則」、「文書
規程」に基づき、定められた保存期間中、検索性の高い状態で適切に管理され、常時
閲覧可能な状態を維持しています。

（３）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社は、業務執行に係る危険（リスク）として以下を認識し、その把握と管理、個々の
リスクについての対応体制を整備しています。

－船舶の安全運航に係るリスク（海洋汚染含む）
－大災害等に係るリスク
－コンプライアンスに係るリスク
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会社の体制及び方針

委員会名 機 能
危機管理委員会 危機・リスク管理活動全体の統括

安全運航推進委員会 当社運航船舶の安全対策、船舶事故（海洋汚染含む）の
予防及び発生時の対応

災害対策委員会 大災害への平時の準備及び発生時の対応
コンプライアンス委員会 コンプライアンス上の問題に対応
経営リスク委員会 その他の経営上のリスク対応

－その他の経営上のリスク
これらのリスクが顕在化したとき（危機）に企業の社会的責任を果たし得るよう、

「危機管理規程」を定め、危機・リスク管理体制を構築しています。上記のリスクそれぞれに
対応する委員会を設置するとともに、この４委員会を束ね、危機・リスク管理活動全体を
掌握・推進する組織として、危機管理委員会を設置しています。

（４）当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社は、指名委員会等設置会社として執行役を選任するとともに、取締役会から執行役へ
の大幅な権限委譲により職務執行の意思決定が迅速になされるよう図っています。

〔取締役会〕取締役会は、経営の基本方針、法令で定められた事項やその他の重要事項
を決定するとともに、取締役・執行役・執行役員の職務執行を監督する機関であり、
原則として、毎月１回開催します。
なお、取締役会の書面決議制度を導入し、機動的な取締役会運営を図ることを可能と
しています。

〔経営会議〕代表執行役社長、その他執行役、専務執行役員以上及び経営企画、財務
担当、経理担当執行役員等が出席する経営会議を原則として毎週開催し、自由な討議
を通して代表執行役社長又はその代行者の意思決定に資する体制を整備しています。

（５）当社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
当社は、当社の子会社（以下「グループ会社」という）における業務の適正を確保するため、
当社グループ全体に適用する行動指針として、「グループ企業行動憲章」を定め、これを
基礎として当社グループ各社で諸規則を定めています。さらに当社は、「関係会社業務処理
規程」を定め、グループ会社の独立性を尊重しつつ、各社の内部統制システムの構築及び
有効な運用を支援、管理し、当社グループ全体の業務の適正を確保しています。

① グループ会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
当社は、「関係会社業務処理規程」を定め、グループ会社に対し重要事項等を当社所管
部署に報告させています。また、当社は、グループ会社において、法令違反その他
コンプライアンスに関する事実が発生した場合には、各社のホットライン制度に加え
当社ホットライン窓口への通報も可能としています。さらに当社は、「グループ経営協
議会」を開催し、グループ会社との間で情報交換を行っています。

② グループ会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
グループ会社は、それぞれの規模、特性に応じ自立的に危機管理体制を整備しています。
当社は、「関係会社業務処理規程」を定め、グループ会社に対し、各社の特性に応じた
業務執行の危険（リスク）について当社への報告を義務付けており、危機管理委員会等に
おいて対応することとしています。

③ グループ会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
グループ会社は、原則として自立的に経営を行っています。当社は、「関係会社業務処理
規程」を定め、グループ会社の一定の重要事項については、承認、協議又は報告を要する
ものとしています。
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会社の体制及び方針

④ グループ会社の取締役等及び従業員の職務が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制
当社は「グループ企業行動憲章」を制定し、これをグループ会社に遵守させると同時に、
各社の特性に応じて独自の「企業行動憲章実行要点」を制定させ、その内容の確認を行って
います。
また、当社は、内部監査グループ等によりグループ会社の内部統制システムの整備及び
遵守状況をモニタリングしています。

（６）当社の監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項
当社は、「監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する規程」を定め、監査委員会の
職務を補助すべき使用人（補助使用人）を任命し、監査委員会の指揮命令下で監査
委員会の職務を補助する業務に従事させています。

（７）補助使用人の当社の執行役からの独立性に関する事項
当社は、「監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する規程」を定め、会社は
監査委員会の意見・評価を尊重して補助使用人の業績評価を行い、補助使用人の任命、
異動については監査委員会の事前同意を得ることとしています。

（８）当社の監査委員会の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、補助使用人からの資料請求、報告要求があったときは、速やかに資料
提出、報告を行っています。

（９）当社の取締役（監査委員である取締役を除く）・執行役・執行役員及び従業員並びに
グループ会社の取締役、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社の
監査委員会に報告をするための体制その他当社の監査委員への報告に関する体制
当社の取締役（監査委員である取締役を除く）・執行役・執行役員及び従業員は、
「監査委員会への報告体制等に関する規程」に基づき、取締役会、監査委員会及びその
他の重要な会議の場で、会社経営及び事業運営上の重要事項並びに担当業務の執行状況
の報告を監査委員会に対して随時行うとともに、コンプライアンス上の問題その他会社
に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、これを速やかに監査委員に
報告することとしています。執行役は、監査委員会から業務執行に関する事項の報告を
求められた場合には、速やかに適切な報告を行うこととしています。さらに、内部監査
グループは、自ら実施する監査について監査委員会に適宜報告を行うとともに、監査
委員会の求めに応じて追加監査を実施するものとしています。
グループ会社の取締役・監査役及び従業員は、「関係会社業務処理規程」により、
コンプライアンス上の問題その他所定の重要事項について当社の所定部署に報告を
行い、当該所定部署が必要に応じ、当社の監査委員会に報告できるものとしています。
また、当社は、「グループ会社監査役連絡会」を開催し、情報の共有に努めています。

（10）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを
確保するための体制
当社は、「監査委員会への報告体制等に関する規程」及び「関係会社業務処理規程」に
おいて、当社の監査委員会へ報告した当社及びグループ会社の取締役・監査役・
執行役・執行役員及び従業員に対して、当社及びグループ会社が、当該報告をしたこと
を理由として不利な取扱いを行ってはならないものと定めています。

（11）当社の監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務
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会社の体制及び方針

の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還並びに債務の処理を
行う方針としており、当該費用の前払い又は償還並びに債務の処理を行っています。

（12）その他、当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
当社は、監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するため、監査委員会と代表
執行役との定期的な会合や内部監査グループとの連携等、監査環境の整備に協力してい
ます。

（13）財務報告の信頼性を確保するための体制
当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法その他
関係法令等に基づき、財務報告に係る内部統制システムの有効性の継続的な評価、改善
を実施しています。

（14）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
当社は、「関係官庁や関係団体と連携し、反社会的勢力の排除に取り組むとともに、
被害防止のために全社をあげて法に則して対応する」旨を、「川崎汽船企業行動憲章
実行要点」にて行動指針として定めています。
当社は、反社会的勢力の対応部署を定め、平素から警察、専門の顧問弁護士等の外部機関と、
反社会的勢力の排除及び一切の関係遮断に向けて連携しながら当社グループにおける
反社会的勢力に対する対応を迅速かつ適切に対応できるようにしています。

－ 7 －



2026/05/19 21:13:28 / 25298651_川崎汽船株式会社_招集通知

会社の体制及び方針

執行役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当事業年度における上記体制の運用状況の概要は、以下のとおりです。

（１）当社の執行役、執行役員及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制に対する取組みの状況
「グループ企業行動憲章」及び「川崎汽船企業行動憲章実行要点」を周知し、コンプライ
アンスの社内徹底及びその実現のために実効ある社内体制を整備するための取組みとし
て、以下を実施しました。
①取締役会にて決議された「川崎汽船グループ グローバルコンプライアンスポリシー（以

下、「グローバルポリシー」という）」は、グローバルなレベルでのグループコンプラ
イアンス体制を強化するためのもので、当社及びグループ会社役職員に遵守を義務づけ
ています。また、専任部署によるセミナー開催、ガイドブック配付、専門委員会の活動
等を通じて、グローバルポリシーが当社及びグループ会社役職員の日常業務の行動指針
となるよう取り組んでいます。

②国内外の競争法コンプライアンスに関して、役職員に対しては独占禁止法遵守規程の遵
守を徹底させ、専任部署による継続的な教育・啓蒙活動の推進を通じて競争法に関する
コンプライアンスの意識を徹底すべく、更なる強化に取り組んでいます。また、業務監
査を実施し、コンプライアンスに向けた施策の実施状況を監視・監督しています。

③贈収賄防止の実効性を高めるために、グローバルポリシー（反贈収賄法個別ポリシー含
む）に基づき、当社は、腐敗のない海運業界を目指した取組みを行っているMaritime 
Anti-Corruption Network（MACN）のメンバーとして、反腐敗・贈収賄防止の取組
みを強化しています。

④各国で経済制裁が厳格化している状況を受け、当社では新規取引やリスクの高い国・地
域への貨物輸送においても、商流関係者や資本関係等を確認するなど、経済制裁に抵触
しないようデューデリジェンスを徹底しています。また、外部専門業者のサービス等も
活用して、取引先の継続的なモニタリングを行っています。

⑤世界各国における個人情報保護に関する法規則・執行強化の状況を踏まえ、当社ではポ
リシーを策定し、役職員に遵守を義務づけています。また、システム面ではアクセス権
限の制御、監視体制の強化などの技術的施策を講じ、外部委託先に対しても厳格な管理
を行うことで、個人情報漏洩リスクの低減に努めています。さらに、役職員への定期的
な教育・研修を通じて、個人情報保護の重要性についての認識向上を図っています。

⑥当社は、国内外にわたる当社グループの事業におけるコンプライアンス問題発生の未然
防止とリスクの早期発見及び是正のため、当社及び国内外グループ会社役職員からの内
部通報を受け付ける「ホットライン窓口」と「グローバルホットライン窓口」及びお取
引先様からの相談・通報を受け付ける「お取引先様相談・通報窓口」を設置していま
す。また、通報に関する情報の秘密保持と通報者保護を徹底し、通報者が安心して利用
できる体制を整えています。

⑦執行役社長が委員長を務めるコンプライアンス委員会を通じて、当社及びグループ会社
のコンプライアンスを担保するための方針及びコンプライアンス違反に対する対応措置
を審議しています。また、コンプライアンスの最高責任者であるCCO（チーフコンプラ
イアンスオフィサー）のもと、組織全体のコンプライアンス体制を強化しています。

⑧毎年11月をコンプライアンス月間と位置づけ、当社及びグループ会社の契約社員や出向
者等を含む全ての役職員にコンプライアンスの重要性を再認識させるため、社長メッセ
ージを配信するとともに、競争法や腐敗防止などのテーマを含むコンプライアンスeラ
ーニング研修、外部講師を招いたコンプライアンスセミナーを開催しています。また、
階層別人事研修の中でコンプライアンス研修を実施し、個別テーマ（インサイダー取引
規制、ハラスメント防止等）セミナーも、適宜開催しています。このほかにも、特に注
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会社の体制及び方針

意喚起を要するコンプライアンス関連の重要事項を「コンプライアンス通信」として、
適宜配信しています。

（２）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制に対する取組みの状況
危機・リスク管理活動全般を掌握・推進する危機管理委員会を４回開催しました。また、
船舶事故発生を想定した訓練である大規模事故対応演習を2025年10月に実施しました。

（３）当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制に対する取組
みの状況
取締役会は社外取締役７名を含む取締役10名で構成され、19回開催しました。経営の基
本方針、法令で定められた事項やその他の経営に関する重要事項を決定するとともに、執
行役・執行役員の職務執行を監督しました。
また、経営会議は代表執行役社長、その他執行役、専務執行役員以上及び経営企画、財務
担当、経理担当執行役員等並びに監査委員等が出席し、48回開催しました。
新規案件検討時の取組み方針や留意すべき事項を確認し、執行役社長等が重要事項の決定
に資するよう協議しました。

（４）当社及び当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制に対
する取組みの状況
当社は、当社グループ全体に適用する行動指針である「グループ企業行動憲章」に基づ
き、グループ会社各社で必要な諸規則を定めさせました。さらに、当社は「関係会社業務
処理規程」に基づき、グループ会社の独立性を尊重しつつ、各社の内部統制システムの構
築及び有効な運用を支援、管理し、当社グループ全体の業務の適正を確保したうえで、以
下を実施しました。
①グループ会社の重要事項や事業報告等を当社所管部署に報告させました。当期はグルー

プ経営協議会に代えて各社と個別に面談を実施し、グループ会社との間で情報共有を
行いました。

②グループ会社で発生した業務執行の危険（リスク）を当社に報告させ、コンプライアン
ス委員会等において対応しています。

③「関係会社業務処理規程」に基づき、グループ会社の一定の重要事項について承認、協
議し、又は報告を受けています。

（５）当社の取締役（監査委員である取締役を除く）、執行役、執行役員及び従業員並びにグ
ループ会社の取締役、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が当社の監査
委員会に報告をするための体制その他当社の監査委員への報告に関する体制に対する取組
みの状況
当社の取締役（監査委員である取締役を除く）、執行役、執行役員及び従業員は「監査委
員会への報告体制等に関する規程」に基づき、また、グループ会社の取締役、監査役及び
従業員は「関係会社業務処理規程」に基づき当社の所定部署を経由して、報告案件に応じ
て監査委員又は監査委員会に報告する体制を整備しています。また、当社は、「グループ
会社監査役連絡会」を開催し、情報共有をしています。
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連結株主資本変動等計算書

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 75,457 32,495 1,248,600 △8,085 1,348,467

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,169 △70,169

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 132,986 132,986

自 己 株 式 の 取 得 △3 △3

自 己 株 式 の 処 分 397 397

持分法適用会社に対する持分
変動に伴う自己株式の増減 0 0

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 6,560 6,560

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 0 0

連結範囲の変動又は持分法
の 適 用 範 囲 の 変 動 32 32

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － 6,560 62,849 393 69,803

当 期 末 残 高 75,457 39,055 1,311,450 △7,692 1,418,271

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非 支 配 株 主
持 分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 12,991 3,066 4,576 277,190 2,141 299,966 29,015 1,677,449

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,169

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 132,986

自 己 株 式 の 取 得 △3

自 己 株 式 の 処 分 397

持分法適用会社に対する持分
変動に伴う自己株式の増減 0

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動 6,560

土 地 再 評 価 差 額 金 の 取 崩 0

連結範囲の変動又は持分法
の 適 用 範 囲 の 変 動 32

株 主 資 本 以 外 の 項 目
の 当 期 変 動 額 （ 純 額 ） 5,425 2,577 △31 75,762 731 84,465 10,270 94,735

当 期 変 動 額 合 計 5,425 2,577 △31 75,762 731 84,465 10,270 164,539

当 期 末 残 高 18,416 5,644 4,545 352,952 2,872 384,432 39,285 1,841,988

連結株主資本等変動計算書
（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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連結注記表

(1) 持分法適用会社の数　　　54社

連結注記表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　　　230社
　主要な連結子会社の名称は、事業報告「１．企業集団の現況に関する事項(6)重要な
子会社等の状況」に記載のとおりです。
　当連結会計年度から、重要性の観点よりKLKGロジスティックスホールディングス㈱
１社を連結の範囲に含めています。
　また、"K"  LINE SHIP MANAGEMENT (SINGAPORE) PTE. LTD. １社は吸収合併
により消滅したため連結の範囲から除外したほか、清算により８社を連結の範囲から除
外しています。

(2) 主要な非連結子会社の名称等
　主要な非連結子会社として、千葉港栄㈱があります。
　なお、非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に
重要な影響を及ぼさないため、連結の範囲から除外しています。

２. 持分法の適用に関する事項

　持分法適用会社のうち非連結子会社数は14社で、主要な会社として芝浦海運㈱があ
ります。関連会社数は40社で、主要な会社としてOCEAN NETWORK EXPRESS PTE. 
LTD.があります。
　当連結会計年度から、重要性の観点より７社を持分法適用の範囲に含めています。

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社
　非連結子会社（千葉港栄㈱ほか）及び関連会社（防災特殊曳船㈱ほか）はそれぞれ当
期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がない
ため、持分法適用の範囲から除外しています。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年
度に係る計算書類を使用しています。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち決算日が12月31日の会社は９社あり、これらのうち４社については
同日現在の計算書類を使用していますが、連結決算日との間に生じた重要な取引について
は連結上必要な調整を行っています。また、残りの会社５社については、連結決算日現在
で決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としています。その他の連結子会社の決算
日は連結決算日と同一となっています。
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連結注記表

４. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
満期保有目的の債券 ：償却原価法
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの
：時価法（評価差額は全部純資産直入法により
　処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ：主として移動平均法に基づく原価法
②棚卸資産 ：主として移動平均法に基づく原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）

船舶 ：定額法及び定率法を各船別に選択適用しています。
その他の有形固定資産 ：主として定率法

ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法によっています。

②無形固定資産（リース資産を除く）
：定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ています。

③リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

：自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法を採用しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しています。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が2008年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金 ：債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については

貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案して計上していま
す。

②賞与引当金 ：従業員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年
度に負担すべき支給見込額を計上しています。
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連結注記表

③役員賞与引当金 ：役員に支給する賞与に備えるため、当連結会計年度
に負担すべき支給見込額を計上しています。

④役員退職慰労引当金 ：役員の退職慰労金の支出に備えるため、一部の連結
子会社で、内規に基づく期末要支給額を計上してい
ます。

⑤特別修繕引当金 ：船舶の定期検査工事等の支出に備えるため、当連結
会計年度において負担すべき支出見積額を計上して
います。

⑥独占禁止法関連損失引当金 ：独占禁止法に関連して提起された損害賠償請求訴訟
に係る損失に備えるため、合理的に見積り可能な金
額を計上しています。

⑦株式給付引当金 ：役員株式給付規程に基づく取締役、執行役及び執行
役員への当社株式の給付等に備えるため、当連結会
計年度末において対象者に付与されるポイントに対
応する当社株式の価額を見積り計上しています。

⑧傭船契約損失引当金 ：貸船料が借船料を下回る契約から生じる可能性のあ
る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末にお
いて入手可能な情報に基づき、発生可能性が高く、
かつ、その金額を合理的に見積ることができるもの
について損失見込額を計上しています。

⑨訴訟損失引当金 ：訴訟等に係る損失に備えるため、合理的に見積り可
能な金額を計上しています。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっています。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間
以内の一定の年数（主として９年）による定額法等により按分した額をそれぞれ発生
の翌連結会計年度から費用処理することとしています。
　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と
して９年）による定額法等により費用処理しています。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交
換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。これにより、航
海の経過日数に基づいて海運業収益を認識し、対応する海運業費用を計上していま
す。

(6) 重要なヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。なお、金利スワップ取引のうち特例処理の要件を
満たすものについては、特例処理を採用しています。また、為替予約取引のうち振当
処理の要件を満たすものについては、振当処理を採用しています。

－ 13 －
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(7) 繰延資産の処理方法
　社債発行費は、支出時に全額費用として処理しています。

(8) 船舶建造借入金の支払利息の計上方法
　船舶建造借入金の建造期間に係る支払利息については、建造期間が長期にわたる船
舶について取得価額に算入しています。

(9) グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しています。

(10) のれんの償却方法及び償却期間
　５年間の定額法により償却を行っています。

表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

(1) 前連結会計年度において、「その他営業外費用」に含めていた「資金調達費用」（前連
結会計年度842百万円）は、重要性が増したため、当連結会計年度より別掲していま
す。

(2) 前連結会計年度において、「その他特別利益」に含めていた「関係会社株式売却益」
（前連結会計年度０百万円）は、重要性が増したため、当連結会計年度より別掲してい
ます。
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会計上の見積りに関する注記
１. 収益認識における総航海日数の見積り

　当社グループでは、運賃額や見積り期間における重要性から、特に重要である連結親会
社（川崎汽船株式会社）の外航不定期船（製品物流を除く）の収益に係る進捗度を、重要
な会計上の見積りとして判断しています。

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した、当連結会計年度末までに完了していない航
海に係る海運業収益及びその他の営業収益の金額
　海運業収益及びその他の営業収益　　27,712百万円

(2) その他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　当連結会計年度末までに完了していない航海に係る海運業収益は、総運賃額及び航
海の進捗度に基づき算定しています。航海の進捗度は、見積った総航海日数に対する
当連結会計年度末までの経過日数に基づいて算定し、進捗度に応じて収益を認識して
います。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　航海の進捗度を算定するに当たっての主要な仮定は、総航海日数の見積りです。総
航海日数は天候や積揚地の混雑状況等に応じて変動し、当該変動により航海の進捗度
に影響を及ぼす可能性があります。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である総航海日数の見積りが実績と異なることにより、航海の進捗度が
変動し、翌連結会計年度の収益の額が過大又は過少となる可能性があります。

２. 繰延税金資産の回収可能性
(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　　3,046百万円

(2) その他の情報
①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26
号）に定める企業分類に基づき、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対し
て、事業計画を基礎とする将来の課税所得を見積り、繰延税金資産の回収可能性を判
断しています。

②当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　将来の課税所得の見積りに用いた事業計画における主要な仮定は、運賃、傭船市況
及び輸送量に関する将来の見通しです。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　主要な仮定である運賃、傭船市況及び輸送量に関する将来の見通しが変化した場合
には、課税所得の見積額が変動し、繰延税金資産の回収可能性に重要な影響を与える
可能性があります。
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担保に供している資産
種類
船舶 225,540百万円
投資有価証券 94,758百万円
その他 5,609百万円
合計 325,908百万円

担保に係る債務
債務区分
短期借入金 27,848百万円
長期借入金 131,851百万円
合計 159,700百万円

有形固定資産の減価償却累計額 466,070百万円

保証債務等 18,715百万円

追加出資義務等 19,610百万円

連結貸借対照表に関する注記
１. 受取手形、営業未収金及び契約資産のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の

金額は、当連結注記表の「収益認識に関する注記」に記載しています。

２. その他流動負債のうち、契約負債の金額は、当連結注記表の「収益認識に関する注記」に
記載しています。

３. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　上記投資有価証券94,758百万円については、関係会社等の船舶設備資金調達の担保
目的で差し入れたもので、当連結会計年度末現在の対応債務は存在しません。

４. 資産に係る減価償却累計額

５. 偶発債務

（保証債務等には保証予約が含まれています。また、他社による再保証額1,443百万円
を控除して記載しています。）
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再評価を行った年月日 2002年3月31日
再評価を行った土地の当連結会計年度末における時価
と再評価後の帳簿価額との差額（持分相当額） △2,166百万円

６. 土地再評価
　当社及び一部の国内連結子会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年法律第
34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年法律第19
号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債
を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しています。
　一部の国内持分法適用会社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年法律第34
号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年法律第19号）
に基づき、事業用の土地の再評価を行っています。その結果、「土地再評価差額金」を純
資産の部に計上しています。
　「土地の再評価に関する法律」第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年政令第119号）第２条第１号に定める当
該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に規定する標準地について同条の規定により公示
された価格に合理的な調整を行って算定する方法によっています。ただし、一部土地につ
いては、第２条第２号に定める当該事業用土地の近隣の国土利用計画法施行令第７条第１
項第１号イに規定する基準地について同令第９条第１項の規定により判定された標準価格
に合理的な調整を行って算定する方法、第２条第３号に定める当該事業用土地について地
方税法第341条第10号の土地課税台帳又は同条第11号の土地補充課税台帳に登録されて
いる価格に合理的な調整を行って算定する方法、若しくは第２条第４号に定める当該事業
用土地について地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎となる土地の
価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調
整を行って算定する方法によっています。

連結損益計算書に関する注記
顧客との契約から生じる収益
　売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載してい
ません。顧客との契約から生じる収益の金額は、当連結注記表の「収益認識に関する注記」に
記載しています。
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当連結会計年度
期首の株式数
（千株）

当連結会計年度
増加株式数
（千株）

当連結会計年度
減少株式数
（千株）

当連結会計年度
末の株式数
（千株）

発行済株式
　普通株式 639,172 － － 639,172
　　合計 639,172 － － 639,172
自己株式
　普通株式 7,511 1 435 7,077
　　合計 7,511 1 435 7,077

（決議） 株式の種類
配当金
の総額

（百万円）
配当金の

原資
１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

2025年６月20日
定時株主総会 普通株式 31,902 利益剰余金 50 2025年

３月31日
2025年

６月23日

2025年11月５日
取締役会 普通株式 38,283 利益剰余金 60 2025年

９月30日
2025年

12月４日

（決議） 株式の種類
配当金
の総額

（百万円）
配当金の

原資
１株当たり

配当額
（円）

基準日 効力発生日

2026年６月19日
定時株主総会 普通株式 38,283 利益剰余金 60 2026年

３月31日
2026年

６月22日

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）１. 株式給付信託（BBT）に関する株式会社日本カストディ銀行が所有する自己の株式数
につき、当連結会計年度期首6,243千株及び当連結会計年度末5,809千株は、自己株
式数に含まれています。

２. 普通株式の自己株式数の増加１千株は、単元未満株式の買取によるものです。
３. 普通株式の自己株式数の減少435千株は、株式給付信託（BBT）から取締役等への

株式の交付による減少433千株等です。

２. 配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

（注）１. 2025年６月20日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託
（BBT）の信託財産として株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式に対す
る配当金312百万円が含まれています。

２. 2025年11月５日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の
信託財産として株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式に対する配当金
348百万円が含まれています。

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの

（注）2026年６月19日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）の
信託財産として株式会社日本カストディ銀行が所有する当社株式に対する配当金348百
万円が含まれています。
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金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を
調達しています。一時的な余資は流動性の高い金融資産で運用し、また短期的な運転資金
を銀行借入により調達しています。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利
用し、投機的な取引を行わない方針です。
　将来の運賃・貸船料等の債権は、市況の変動リスクにさらされていますが、運賃先物取
引（FFA）を利用してヘッジしています。船舶等の有形固定資産取得のための設備投資資
金のうち、外貨建てのものについては、為替変動リスクにさらされていますが、先物為替
予約を利用してヘッジしています。また、将来の船舶用燃料油代金等の債務については、
価格の変動リスクにさらされていますが、燃料油スワップ取引を利用してヘッジしていま
す。借入金については、主に設備投資のための資金調達であり、このうち一部は支払金利
の変動リスクにさらされていますが、金利スワップ取引等を利用してヘッジしています。
また将来の外貨建ての債務の為替変動リスクに対して、通貨スワップ取引を利用してヘッ
ジしています。
　デリバティブ取引については、取引権限及び限度額等を定めた決裁基準規程及びデリバ
ティブ業務取扱細則に基づき、決裁権限者の承認を得て行っており、取引実績は定期的に
執行役員会に報告しています。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　2026年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりです。
　なお、市場価格のない株式等（連結貸借対照表計上額1,164,866百万円）は、「⑴投資
有価証券」に含めていません。また、「現金及び預金」、「受取手形、営業未収金及び契
約資産」及び「支払手形及び営業未払金」については現金であること、及び短期間で決済
されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しています。
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（単位：百万円）
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額 ( ※ ) 時　価(※) 差 額

⑴ 投資有価証券

①その他有価証券 31,912 31,919 6

②関係会社株式 5,120 1,152 △ 3,968

⑵ 短期借入金 (57,635) (57,616) 19

⑶ 社債 (21,300) (20,656) 643

⑷ 長期借入金 (157,082) (157,027) 55

⑸ デリバティブ取引 (1,635) (1,635) －

（※）負債に計上されている項目及び純額で債務となった項目（「⑸デリバティブ取引」）に
ついては、（　）で表示しています。

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以
下の３つのレベルに分類しています。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において
形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価
格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプッ
ト以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ
ンプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベル
に時価を分類しています。
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区分
時価（百万円）（※）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券 31,877 31,877
デリバティブ取引
　為替予約取引 (92) (92)
　運賃先物取引 (430) (430)
　通貨スワップ取引 (1,629) (1,629)
　金利スワップ取引 290 290
　燃料油スワップ取引 226 226

区分
時価（百万円）（※）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券 41 41
　関係会社株式 1,152 1,152
短期借入金 (57,616) (57,616)
社債 (20,656) (20,656)
長期借入金 (157,027) (157,027)

（１）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（※）純額で債務となった項目（「為替予約取引」、「運賃先物取引」及び「通貨スワップ取
引」）については、（　）で表示しています。

（２）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（※）負債に計上されている項目については、（　）で表示しています。
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（注）　時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券
上場株式及びゴルフ会員権の時価は、取引所の価格によっています。上場株式は、活発

な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しています。ゴルフ会員権
は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時
価をレベル２の時価に分類しています。

短期借入金
短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっています。ただし、「短期借入金」の金額に含まれている長期借入金のうち
１年以内返済予定額については、下記「長期借入金」に記載の方法により時価を算定してい
ます。

社債
当社の発行する社債の時価は、相場価格に基づき算定しており、レベル２の時価に分類

しています。

長期借入金
長期借入金の時価は、主として元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しています。

デリバティブ取引
為替予約取引、運賃先物取引、通貨スワップ取引、金利スワップ取引及び燃料油スワッ

プ取引の時価は、取引先金融機関等から提示された価格等に基づいており、レベル２の時価
に分類しています。
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連結注記表

ドライバルク エネルギー資源 製品物流 その他（注） 合計

売上高

顧客との契約から

生じる収益 288,136 96,936 615,365 8,288 1,008,726

その他の収益 4,647 3,730 1,132 127 9,637

外部顧客への売上高 292,783 100,666 616,498 8,415 1,018,364

収益認識に関する注記
１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

（注）「その他」の区分には、船舶管理業、旅行代理店業、不動産賃貸・管理業等が含ま
れています。

２. 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　顧客との契約について、以下の５ステップアプローチに基づき、顧客への財又はサービ
スの移転と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しています。

ステップ１：顧客との契約を識別する。
ステップ２：契約における履行義務を識別する。
ステップ３：取引価格を算定する。
ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。
ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

当社グループの事業における、主な履行義務の内容は以下のとおりです。

（１）運賃
　航海傭船契約では、顧客との合意内容に対する理解に基づき、１つの航海単位が１つの
履行義務であり、個別の契約であると判断しています。取引価格については、航海ごとの
請求額で算定しており、顧客と合意した金額に基づいて履行義務への配分を行いますが、
滞船料及び早出料等の変動対価が含まれています。なお、顧客との契約における対価に変
動対価が含まれる場合には、当該変動対価に関する不確実性が事後的に解消される際に、
解消される時点までに計上された収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限
り、取引価格に含めています。
　航海はその性質上、企業が顧客との契約における義務を履行するにつれて、顧客が便益
を享受すると考えられるため、航海の経過日数に伴い充足される履行義務であると判断
し、履行義務の充足に係る進捗度に基づき収益を認識しています。進捗度の測定は、見積
った総航海日数に対する期末日までに経過した航海日数に基づいて行っています。取引の
対価は、主として貨物の積切時に請求し、航海の完了までに大半を受領しますが、変動対
価である滞船料及び早出料は港での実際の停泊期間確定後に請求しています。なお、取引
の対価に重要な金融要素は含んでいません。
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連結注記表

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

　受取手形 692 892

　営業未収金 102,395 116,890

103,088 117,783

契約資産 10,829 9,109

契約負債 26,836 32,023

（２）貸船料
　定期傭船契約では、提供したサービスの時間に基づき固定額を請求する契約等、現在ま
でに企業の履行が完了した部分に対する顧客にとっての価値に直接対応する対価の額を顧
客から受け取る権利を有しています。収益認識会計基準適用指針第19項に基づいて、請
求する権利を有している金額で収益を認識しています。

３. 当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の金額を理解するための情報
（１）契約資産及び契約負債の残高等

　顧客との契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の内訳は以下のとおりです。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

　当連結会計年度期首の契約負債残高は、概ね当連結会計年度の収益として認識していま
す。
　履行義務の充足時期と通常の支払い時期については、当連結注記表（収益認識に関する注
記）の「２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」に記載のとお
りです。
　契約資産の残高の変動は、主に収益の認識と債権への振替によるものです。また、契約負
債の残高の変動は、主に顧客からの対価の前受けと履行義務の充足によるものです。
　過去の期間に充足（又は部分的に充足）した履行義務から認識した収益に重要性はありま
せん。
　なお、前連結会計年度及び当連結会計年度の顧客との契約から生じた債権以外の債権は、
その金額に重要性がないため、区分していません。

（２）残存履行義務に配分した取引価格
　当連結注記表（収益認識に関する注記）の「２．顧客との契約から生じる収益を理解す
るための基礎となる情報」に記載のとおり、当社グループにおいては、１つの航海単位が
１つの履行義務であり、個別の契約であると判断しています。１つの航海は通常１年以内
であるため、収益認識会計基準第80-22項（１）の定めを適用し、注記を省略していま
す。
　また、長期の定期傭船契約についても当連結注記表（収益認識に関する注記）の「２．
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報」に記載のとおり、履行義
務の充足から生じる収益を収益認識会計基準適用指針第19項に従って認識しているた
め、収益認識会計基準第80-22項（２）の定めを適用し、注記を省略しています。
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連結注記表

１株当たり純資産額 2,851円95銭
１株当たり当期純利益 210円42銭

連結貸借対照表上の純資産額 1,841,988百万円
普通株式に係る純資産額 1,802,703百万円
普通株式の期末発行済株式数 639,172千株
普通株式の期末自己株式数 7,077千株

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する
当期純利益 132,986百万円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益 132,986百万円
普通株式の期中平均株式数 631,994千株

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりです。

重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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株主資本変動等計算書

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本

合 計
資 本
準 備 金

資 本
剰 余 金
合 計

利益準備金
そ の 他 利 益 剰 余 金 利 益

剰 余 金
合 計

圧 縮 記 帳
積 立 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 75,457 9,607 9,607 9,257 66 405,752 415,077 △8,048 492,093

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,186 △70,186 △70,186

圧縮記帳積立金の取崩 △10 10 － －

当 期 純 利 益 249,139 249,139 249,139

自 己 株 式 の 取 得 △3 △3

自 己 株 式 の 処 分 397 397

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △10 178,963 178,953 393 179,346

当 期 末 残 高 75,457 9,607 9,607 9,257 56 584,716 594,030 △7,655 671,439

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 土 地 再 評 価 差 額 金 評価・換算差額等合計

当 期 首 残 高 11,098 △4,889 2,023 8,231 500,325

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △70,186

圧縮記帳積立金の取崩 －

当 期 純 利 益 249,139

自 己 株 式 の 取 得 △3

自 己 株 式 の 処 分 397

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 4,416 1,834 － 6,250 6,250

当 期 変 動 額 合 計 4,416 1,834 － 6,250 185,597

当 期 末 残 高 15,514 △3,054 2,023 14,482 685,922

株主資本等変動計算書
（自　2025年４月１日　至　2026年３月31日）

（単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。
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個別注記表

(2) 棚卸資産 ：移動平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿
価切下げの方法）

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券
①子会社株式及び関連会社株式 ：移動平均法に基づく原価法
②満期保有目的の債券 ：償却原価法
③その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの：時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等　　　        ：移動平均法に基づく原価法

２. 固定資産の減価償却の方法

①船舶 ：定額法
②その他の有形固定資産 ：定率法

ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建
物附属設備は除く）並びに2016年４月１日以後に
取得した建物附属設備及び構築物については、定額
法によっています。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
：定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっ
ています。

(3) リース資産
①所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

：自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一
の方法を採用しています。

②所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しています。
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個別注記表

(1) 貸倒引当金 ：債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を勘案して計上していま
す。

(2) 賞与引当金 ：従業員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に
負担すべき支給見込額を計上しています。

(3) 役員賞与引当金 ：役員に支給する賞与に備えるため、当事業年度に負
担すべき支給見込額を計上しています。

(4) 退職給付引当金 ：従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお
ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当事業年度末において発生していると認められる額
を計上しています。

(5) 特別修繕引当金 ：船舶の定期検査工事等の支出に備えるため、当事業
年度において負担すべき支出見積額を計上していま
す。

(6) 独占禁止法関連損失引当金 ：独占禁止法に関連して提起された損害賠償請求訴訟
に係る損失に備えるため、合理的に見積り可能な金
額を計上しています。

(7) 株式給付引当金 ：役員株式給付規程に基づく取締役、執行役及び執行
役員への当社株式の給付等に備えるため、当事業年
度末において対象者に付与されるポイントに対応す
る当社株式の価額を見積り計上しています。

(8) 傭船契約損失引当金 ：貸船料が借船料を下回る契約から生じる可能性のあ
る将来の損失に備えるため、当事業年度末において
入手可能な情報に基づき、発生可能性が高く、か
つ、その金額を合理的に見積ることができるものに
ついて損失見込額を計上しています。

(9) 訴訟損失引当金 ：訴訟等に係る損失に備えるため、合理的に見積り可
能な金額を計上しています。

３. 引当金の計上基準

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生
の翌事業年度から費用処理することとしています。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（９年）による定額法によ
り費用処理しています。

４. 収益及び費用の計上基準
　約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に
受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしています。これにより、航海の経過
日数に基づいて海運業収益を認識し、対応する海運業費用を計上しています。

５. ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。なお、金利スワップ取引のうち特例処理の要件を満た
すものについては、特例処理を採用しています。また、為替予約取引のうち振当処理の要
件を満たすものについては、振当処理を採用しています。
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個別注記表

６. 繰延資産の処理方法
　社債発行費は、支出時に全額費用処理しています。

７. 船舶建造借入金の支払利息の計上方法
　船舶建造借入金の建造期間に係る支払利息については、建造期間が長期にわたる船舶に
ついて取得価額に算入しています。

８. 退職給付に係る会計処理
　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、
連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっています。

９. グループ通算制度の適用
　グループ通算制度を適用しています。

会計上の見積りに関する注記
１. 収益認識における総航海日数の見積り

　当社では、運賃額や見積り期間における重要性から、外航不定期船（製品物流を除く）
の収益に係る進捗度を、重要な会計上の見積りとして判断しています。

(1) 当事業年度の計算書類に計上した、当事業年度末までに完了していない航海に係る海運
業収益の金額
　海運業収益　　27,712百万円

(2) その他の情報
　連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しています。

２. 繰延税金資産の回収可能性
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

　繰延税金資産　　24,876百万円

(2) その他の情報
　連結注記表の「会計上の見積りに関する注記」に同一の内容を記載しているため、注
記を省略しています。
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個別注記表

担保に供している資産
種類
船舶 62,871百万円
投資有価証券 8,401百万円
関係会社株式 80,975百万円
合計 152,247百万円

担保に係る債務
債務区分
短期借入金 4,582百万円
長期借入金 45,000百万円
合計 49,582百万円

有形固定資産の減価償却累計額 91,938百万円

保証債務等 82,206百万円

追加出資義務等 27,692百万円

貸借対照表に関する注記
１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

　上記船舶62,871百万円のうち1,476百万円、投資有価証券8,401百万円及び関係会社
株式80,975百万円については、関係会社等の船舶設備資金調達の担保目的で差し入れ
たもので、当事業年度末現在当社の対応債務は存在しません。

２. 資産に係る減価償却累計額

３. 偶発債務

（保証債務等には保証予約が含まれています。また、他社による再保証額1,443百万円
を控除して記載しています。）

　上記保証債務等82,206百万円のうち、当社が船舶保有子会社から定期傭船している
船舶に係る設備資金の借入等に対するものは、57,285百万円です。
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再評価を行った年月日 2002年3月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における時価
と再評価後の帳簿価額との差額 △261百万円

短期金銭債権 34,403百万円
長期金銭債権 39,068百万円
短期金銭債務 136,438百万円
長期金銭債務 242百万円

営業取引による取引高 営業収益 103,215百万円
営業費用 227,469百万円

営業取引以外の取引高 157,343百万円

普通株式 6,924,001株

４. 土地再評価
　当社は、「土地の再評価に関する法律」（平成10年法律第34号）及び「土地の再評価
に関する法律の一部を改正する法律」（平成13年法律第19号）に基づき、事業用の土地
の再評価を行い、再評価差額から再評価に係る繰延税金負債を控除した金額を「土地再評
価差額金」として純資産の部に計上しています。
　「土地の再評価に関する法律」第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年政令第119号）第２条第１号に定める当
該事業用土地の近隣の地価公示法第６条に規定する標準地について同条の規定により公示
された価格に合理的な調整を行って算定する方法によっています。ただし、一部土地につ
いては、第２条第２号に定める当該事業用土地の近隣の国土利用計画法施行令第７条第１
項第１号イに規定する基準地について同令第９条第１項の規定により判定された標準価格
に合理的な調整を行って算定する方法によっています。

５. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

（注）株式給付信託（BBT）に関する株式会社日本カストディ銀行が所有する自己の株
式数につき、当事業年度末5,809,700 株は自己株式数に含まれています。
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繰延税金資産
貸倒引当金 504百万円
賞与引当金 540百万円
投資有価証券等評価損 2,050百万円
退職給付引当金 180百万円
株式給付引当金 814百万円
減損損失 650百万円
海運業未払金自己否認額 5,424百万円
税務上の繰延資産 1,003百万円
傭船契約損失引当金 804百万円
繰延ヘッジ損失 2,236百万円
税務上の繰越欠損金 35,385百万円
その他 4,443百万円

繰延税金資産　小計 54,039百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △11,793百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △9,388百万円

評価性引当額　小計 △21,182百万円
繰延税金資産　合計 32,856百万円
繰延税金負債

圧縮記帳積立金 △23百万円
繰延ヘッジ利益 △952百万円
その他有価証券評価差額金 △6,523百万円
その他 △481百万円

繰延税金負債　合計 △7,980百万円
差引：純額（繰延税金資産） 24,876百万円

税効果会計に関する注記
１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理
　当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処
理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第42号　2021年８月12日）に従って、法人
税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理並びに開示を行って
います。
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種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有
（被所有）割合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取 引 の
内 容

取 引
金 額

科 目
期 末
残 高

子会社 “K” LINE PTE LTD
所有

直接 100%
資金の借入

資金の借入
(注１)

12,345百万円 短期借入金 33,374百万円

利息の支払
(注１)

1,156百万円 未払費用 291百万円

子会社 川崎近海汽船株式会社
所有

直接 100%
資金の借入

資金の借入
(注１)

2,723百万円 短期借入金 13,645百万円

利息の支払
(注１)

93百万円 － -

子会社
OPAL STREAM SHIPPING 

S.A.
所有

直接 100%
資金の借入

資金の借入
(注１)

4,498百万円 短期借入金 13,627百万円

利息の支払
(注１)

157百万円 － -

子会社
D HIGHWAY SHIPPING 

S.A.
所有

直接 100%
債務保証

債務保証
（注２）

11,844百万円 － -

関連会社
OCEAN NETWORK 
EXPRESS PTE. LTD.

（注３）
－ 傭船契約等 配当金の受取 130,645百万円 － -

収益認識に関する注記
　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、連結注記表の「収益認識
に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しています。

関連当事者との取引に関する注記
１. 親会社及び法人主要株主等

　該当事項はありません。

２. 子会社及び関連会社等

（注１）資金の借入については、当社が当社グループ各社と契約締結しているGCMS（グ
ローバル・キャッシュ・マネージメント・システム）に係るものであり、取引金額
は期中の純増減額を記載しています。

　　　　また、市場金利を勘案して金利を決定しています。
（注２）債務保証については、銀行借入に対し行ったものであり、保証先の事業形態等を

勘案して保証料を決定しています。
（注３）OCEAN NETWORK EXPRESS PTE. LTD.は、当社の持分法適用関連会社である

オーシャンネットワークエクスプレスホールディングス株式会社が、その議決権の
100％を直接所有している同社の子会社です。

３. 役員及び個人株主等
　該当事項はありません。
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１株当たり純資産額 1,084円89銭
１株当たり当期純利益 394円12銭

貸借対照表上の純資産額 685,922百万円
普通株式に係る純資産額 685,922百万円
普通株式の期末発行済株式数 639,172千株
普通株式の期末自己株式数 6,924千株

損益計算書上の当期純利益 249,139百万円
普通株主に帰属しない金額 －
普通株式に係る当期純利益 249,139百万円
普通株式の期中平均株式数 632,148千株

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上の基礎は次のとおりです。

重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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